
- 92 -

資料４　主な基本図利用機関の動向

４－１　公共事業・交通省公共事業局（ＤＮＴＰ）

後進地域であるキタ地域は道路事情が非常に悪いので、ドイツ国の援助によりカティ、キタ間、

イスラム開発銀行の資金によりキタ、ケニア間、アフリカ開発銀行の資金によりキタ南西部のマ

ナンタリダム周辺などで道路建設を進めている（図－ 7）。

これらの事業は、いずれも20万分の１地図を用いて基本計画を作成しているが、事業実施段階

になると  2,000分の１地図を利用する。このため、計画と実施段階で地図の縮尺が違いすぎる。

公共事業の効果的な推進のためには、５万分の１地図を基礎にして基本計画を作成する必要があ

るとしている。

４－２　鉱業・エネルギー省地質鉱山局（ＤＮＧＭ）

キタ地域もその一角を占めるマリ国南西部、セネガル川及びニジェール川の上流地域は鉱山地

帯であり、金、鉄、ボーキサイト、石材を産する。この地域には、稼働中の鉱山が20～ 30あり（図

４－２）、鉱山開発という点でマリ国中最もプライオリティーが高い地域に成っている。次はマリ

北東部で、ここではヨーロッパ投資銀行の資金で空中からの石油探査を実施している。

現在、世銀の資金で既存地質図の数値化を行っており、数値地形図が整備されれば好都合だと

している。なお、地質図は、資料室で自由に販売している。

４－３　地方開発・水道省村落整備局（ＤＮＡＥＲ）

この省の農業部門は、森林水利、農業、牧畜、農業土木、植生保護、農協の６局から成ってい

たが、村落整備、農村社会支援、管理及び規約の３局に再編された。村落整備局は、森林活用、水

利、農業、漁業、牧畜、農道整備を担当している局である。

この局の主要な活動は、基礎資料の作成とプロジェクトの推進である。

基礎資料の作成としては、1982年から 1983年にかけて米国の援助機関であるＵＳＡＩＤによる

ＰＩＲＴプロジェクトにより、50万分の１土壌図、植生被覆図、土地利用図を作成している。ま

た、1987年から1988年にかけてＦＡＣによりＰＩＲＬプロジェクトが進められ、北緯16度以南の

20万分の１森林植生図、農地利用図が作成されている。

現在、世銀の資金により測量局も参加したＧＩＳプロジェクトが進められており、既存資料の

デジタル化と新規調査により、環境のフォローアップデータを作成しつつある。これは各種プロ

ジェクトの環境への影響を調査するもので、測量局（ＤＮＣＴ）、気象庁、統計局（ＤＮＳＩ）、村

落整備局（ＤＮＡＥＲ）、村落整備局計画統計部（ＣＰＳ）、農業経済研究所（ＩＥＲ）の共同プロ

ジェクトである。土地利用、植生、地質などの情報を整備し、エコシステムのモニタリングを行
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う。モニタリングレベルの情報は 100万分の１、計画決定レベルの情報は 20万分の１、プロジェ

クト評価レベルの情報は５万分の１の縮尺で整備する。

キタ地域で推進している主なプロジェクトとしては、ノールウェーと国連開発計画（ＵＮＤＰ）

による保護林整備プロジェクトがある。これは、周辺農地の整備も含み、バマコへの安定した燃

料供給を目的とするものである。第１フェーズは97年 12月に終わり、５か年計画の第２フェーズ

が始まる。また、世銀の資金による、農民への指導も含む自然資源管理計画プロジェクトがあり、

マナンタリダム周辺の農地開発プロジェクトがある。この他、ドイツ国の援助機関である

Deutsche Gesellschaft fur Technische Zusammenarbeit（ＧＴＺ）によるマカナの農地開発プロ

ジェクトがある。さらに、国営綿花企業（ＣＭＤＴ）の工場がキタにある。このようにキタ地区は

プロジェクトが集中するので、情報の整理に 5万分の 1地形図が必要だとのことである。

４－４　地方開発・水道省水利・エネルギー局（ＤＮＨＥ）

この局にはエネルギー部、水道部、水利河川整備部がある。

エネルギー部では、セネガル川マナンタリダムで発電する電力（200ＭＷ）をバマコへ送る送電

線を建設中である。このほかセネガル川には 800ＭＷの電力資源がある（図４－３、４－４）。この

ため河川整備を行っているが、計画策定に20万分の１地図が使用されている。これでは精度が不

足するので、５万分の１地形図が必要である。キタ地域ではこのほか金鉱山開発のための小水力

発電を計画する必要がある。

また、日本の援助でギニアワームプロジェクト第１フェーズとして井戸 500本を掘ったが、今

後更に 500本井戸を掘る必要がある。

現在マリでは、木（薪）をエネルギーとして一番多く利用しているが、マリ国で最も森林が多い

キタ地域はその重要な供給源になっている（図４－５）。また、キタ地域は野生生物の宝庫でもある。

総じてキタ地域はバマコへの資源供給地になっており、水利、薪燃料、食料生産などのポテン

シャルを把握することがマリ国の国土開発推進のうえで重要である。

これらの資源量の詳細な把握及び資源開発の推進ためには、５万分の１地形図が必要であり、

併せて水文地質的には、地図作成に関連して撮影される航空写真が掘削地点選定に有効だとして

いる。
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資料５　マリ国における基本図などの整備状況

５－１　基本図の整備状況

基本図としては、全国の 20万分の１地図、一部地域の５万分の１地形図、首都の２万分の１地

形図が整備されている。

（1）20万分の１地図

20万分の１地図は、経緯度１度ごとに区画され、全国 136面が主として独立前にＩＧＮに

より整備されている。このうち南部の 78面は等高線があるが、北部の 58面は等高線がない

（図５－１）。なお、IGN France International資料では、延伸処理により北部が２面少なく

なっていた。1980年以降では、首都バマコからキタ地区にかけて、バマコ東、バマコ西、キ

タ、シラコロの４面が改訂され、バマコの南北３面が改訂作業中である。なお、マリ測量局

資料と IGN France International資料で３図葉の測量年記に違いが見られ、１図葉でマリ

測量局の資料の年記が古く、２図葉で新しくなっていた。マリ測量局資料には今後の改訂に

ついての記載があり、優先順位１位が７面、２位が８面になっている。

経度６度、緯度４度の国際 100万分の１図単位に図葉番号が付されており、番号の振り方

は、右上が始点の我が国と異なり、左下を始点に各行を左から右に付番するシステムになっ

ている。図郭はほぼ真四角で、一辺は約107キロメートル×111キロメートル、面積は約1万

2,000平方キロメートルである。

（2）５万分の１地図

５万分の１地図は経緯度 15分ごとに区画され、20万分の１地図を縦横４等分している。番

号は、20万分の１地図を縦横２等分した４区画に、20万分の１地図の場合と同様左下から順

に１から４までの番号を付し、各区画の中を再度縦横２等分した４区画に同様の順でａから

ｄまでの記号を付すシステムになっている。マリ国における５万分の１地図の整備ははなは

だ立ち後れているが、わずかに整備された範囲は下記のとおりである（図５－２）。

1960年には、20万分の１地図 Bafoulabe内全域 16面が IGN Franceにより作成された。場

所はキタ西方セネガル国との国境付近である。水部は青、等高線や変形地は茶、植生や耕地

は緑、道路、集落及び地名などの注記は黒の４色刷りで、等高線間隔は 20メートル、等高線

は丁寧に描画されている。

1967～ 1968年には、20万分の１地図 K(h)ossanto内４面（IGN France International資料

のみに記載）が IGN Franceにより作成された。場所はキタ西方で調査地域に隣接する部分で

ある。水部は青、等高線や変形地は茶、植生や耕地は緑、道路、集落及び地名などの注記は
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黒の４色刷りで、等高線間隔は 20メートル、変形地記号が多く等高線はやや粗い。

1983～ 1984年には、20万分の１地図Segou、Sokolo、Massina及び Niono内 12面（IGN France

International資料では 1983～ 1985年）が IGN Franceの援助により作成された。場所はバマ

コ東方ニジェール川沿いで、空中写真をモザイクした写真図である。水部を青灰色、土地利

用などを黄と緑の２色、集落を赤、注記道路などを黒で表現しているが、基図の引き延ばし

空中写真が悪いせいかできばえはさえない。等高線はないが、所々標高点が記載されている。

1988年には、20万分の１地図 Bamako-ouest及び Bamako≠est内６面が作成された。これは、

上と同様の写真図であるがオルソフォトである。20メートルの等高線が記入されている。空

中写真の鮮明度が悪く彩色が強すぎて、写真図の特長である画像の判読はほとんどできない。

1990年には、20万分の１地図 Yanfolia内３面（IGN France International資料では 1991

～ 1992年、４面）が IGN Franceの援助により作成された。場所は、バマコ南方ギニア国との

国境付近である。水部は青、等高線や変形地は茶、植生や耕地は緑、集落及び幹線道路は赤、

道路及び地名などの注記は黒の５色刷りで、等高線間隔は 20 メートル、変形地記号を多く

使って地形を表現している。1960年ごろの地図に比較すれば、地物の表現や植生区分などが

簡略化されている。

1996年ごろには、20万分の１地図 Kossanto内３面がドイツ国の Maps Geosystems 社によ

り鉱物資源開発を目的として作成された。場所はキタ西方セネガル国との国境付近である。

入手できたSadiola図葉では、４色を掛け合わせで使用しており、全体として色が薄い。等高

線間隔は10メートルである。この地図は、基本図という位置づけでないせいか、マリ測量局

や IGN France International資料の索引図には記載がない。

以上の状況をまとめると、マリ国では 200万分の１及び 20万分の１地図が全国にわたって整備

されており、一部地域で10万分の１以上の縮尺の地図がある。しかし、全国を覆う最大縮尺の 20

万分の１地図は、内容が古く、平均して40年前のものである。これらの地図は、マスタープラン

作成にはどうにか使えるが、基本計画作成には利用できない。基本計画作成には５万分の１地形

図が必要だが、ごく一部にしかない。

整備した地図の販売は、本部と８地方測量部が当たっており、地図の購入場所や手続きは必ず

しもわかりやすくはないが、一般市民でも注文すれば在庫がある限り確実に入手できる体制に

なっている。以前は地図の販売に制限があったが、現在はなくなったということである。試みに

マリ測量局の地図販売所で、キタ地域の20万分の１、首都の２万分の１地形図を購入したところ、

価格は４枚で 1万 920Fcfa（約 2,400円）、１枚当たり 2,730Fcfa（約 600円）であった。新しい地図

が発行された場合は、１部ずつ各省庁に配布し、追加の依頼があれば提供する。売上金は財務局

に納付する。地図の売り上げ統計を後日提出するシステムになっている。
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５－２　空中写真の整備状況

マリ測量局では、これまでに撮影された空中写真を 20万分の１地図の図葉単位に帳票形式で整

理している。その中で、広域を組織的に撮影した空中写真は、ＩＧＮがニジェール川流域を対象

に1975年に撮影したもの、ＫＬＭが首都及びその周辺を対象に 1978年に撮影したもの、セネガル

川開発機構（ＯＭＶＳ）がセネガル川流域を対象に 1980年及び 1981年に撮影したものがある（図－

14）。また、比較的範囲は狭いがニジェール川開発機構がニジェール川流域の写真図作成を目的

に、1978年から 1982年にかけて撮影した空中写真もある（図５－４）。広域を覆う多くの空中写真

は５万分の１で、これがマリ国の空中写真の標準縮尺になっている。

これらの写真は、ネガ（正）及び印画焼き各１部がマリ測量局に、印画焼き１部が軍に、印画焼

き１部がプロジェクト実施省庁に保管され、利用に供されている。また、フランス国には、ネガ

（副）、ダイアポジ、印画焼き各１部が保管されている。ただし、我々が調査した結果では、バッ

フィンマカナ周辺など一部地域で印画焼きが消失していた。なお、マリ測量局では、要望があれ

ば印画焼きを提供できる体制にしているとのことである。なお、空中写真は、マリ測量局に現像

焼き付け施設がないこともあって販売していないので、一般市民が入手することはできない。

また、ドイツ国援助機関ＧＴＺは 1995年に空中写真の撮影を行った。旧地方開発・環境省（現

環境省）が推進する Project de Gestion des Ressorces Naturelles(PGRN)の一環として空中写

真を整備したもので、世銀が３分の２、ＧＴＺが３分の１の経費を負担している。マリ国では地

図が古いので各種調査の基礎資料として応急的に空中写真を整備するのが効率的だとの判断から

撮影されたものである。撮影会社は Maps Geosystems、撮影範囲は調査地域の大半を含むバマコ

及びその西方で、8,000キロメートル上空から縮尺５万 1,000分の１で撮影している（図５－５）。

写真判読や地図の代用として用いることを目的にしているため、撮影の規格は写真測量用空中写

真に比較して緩く、オーバーラップが50パーセント、サイドラップが０パーセントである。ＧＴ

Ｚでは、プロジェクト推進部局の他、マリ測量局にも印画焼き１部が納品されていると説明した

が、現実にはマリ測量局には印画焼きは存在しない。版権が環境省にあり、マリ測量局では自由

に取り扱えないようである。このためか、マリ測量局の空中写真リストには記載されていない。

５－３　基準点の整備状況

マリ国の基準点には天文測量により設置された点と 12度平行圏測量（12th Parallel Survey）

により設置された点がある。

天文測量による基準点は、フランス国のＩＧＮが設置したもので、マリ国の大部分の基準点は

この基準点である。点間距離は約 20～ 50キロメートルである。精度は１秒（30メートル程度）と

点の記に記載されている（図５－６）というが、作業規程などその精度を具体的に示す資料はマリ

測量局にはない。既存の 20万分の１地図はこの基準点を基に作成されている。
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いる。原点はダカールだということである。１等水準路線の環は 1,000キロメートル以上あり、そ

の間を２等水準路線がつないでいる（図５－７）。また、小規模な３等水準路線がマナンタリダム

周辺に設置されている。

５－４　主題図の整備状況

ニジェール川流域機構が作成したアトラス、ＩＧＮ ,1981、セネガル川流域機構が作成したアト

ラス、米？、空中写真撮影区域が詳細に示された、天然資源アトラスがあるが、いずれも古いも

のである。

また、1982から 1983年にかけて作成された全国の 50万分の１土壌図、植生被覆図、土地利用

図、1987年から 1988年にかけて作成された北緯 16度以南の 20万分の１森林植生図、農地利用図

がある。このほか、国際機関が世界全体を覆う地図の一環として作成した縮尺 100万分の１以下

の小縮尺な地質図及び土壌図がある。また開発プロジェクトの一環として作成された局地的な主

題図が多数あるもようであるが、その詳細は不明である。

これらの主題図整備状況を見ると、マリ国では国土の利用、開発に関して二つの課題があるよ

うに思える。ひとつは、米国のＴＶＡ事業のように河川流域を単位とする総合的な地域開発の推

進であり、ほかのひとつは土地資源の農林業的な有効利用の増進である。

５－５　測量に関する規程類

マリ国には測量に関し成文化した規程類はない。一般的事項については仏語圏で通用している

国際規格（ＮＦ規格）が基準になっている。図式は20万分の１地図に記載されたものが規程の代わ

りになっているということであり、それによれば準拠楕円体はクラーク 1880、図法はＵＴＭであ

る。
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は資料、販売部門がある。以上の組織は、測量機関としてはごく一般的な構成である（図６－２）。

全部で８箇所にある地方測量部は、地方庁が管轄しているが、その業務は本部が指揮しており、

本部との人事交流もあり、実質的には本部と一体の組織と考えてよいようである。各部には10名

程度の職員がいて主に地籍測量を担当している。必要な場合は本部から応援に行くこともあると

いうことである。

マリ測量局の 1997年 10月時点の職員数は本部が74名、地方測量部が55名、合計 129名である。

これらの職階別分布は、表６－１のとおりである。マリ政府は世銀の融資条件として人員削減を

迫られており、測量及び地図整備局もここ数年定年退職後の補充をしていない。定年は上級職員が

58歳、下級職員が 55歳であるが、上記の処置の結果高齢者の比率が増加しているように見えた。

また、1996年のアンケート調査の結果では、表６－２のような分野別職員数が報告されている。

表６－２　分野別職員数

６－３　予算

マリ国では、国の経費は当初から各部署に配布されるのでなく、国ですべて管理し、執行段階

で個々の部局に配布するシステムになっている。したがって、我が国の予算というような概念の

ものはなく、実行額が事後に計上され、その結果組織の経済規模がわかるという仕組みになって

いる。表６－３は、このような概念の過去３年間の予算の推移である。測量局予算は、国家予算、

所属省予算に対しほぼ一定の比率で推移しており、国情に大きな変化がなければ今後もこの比率

が続く可能性が高い。

表６－３　国家、所属省及びマリ測量局の予算の推移(1995～ 1997)

�

�
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６－４　測量関係長期計画

予算獲得の根拠になる測量関係の長期計画は、都市開発住宅省の行動計画に記載されている。

現在は 1995年～1997年の計画が有効であり、1998年以降の計画が作成されつつあるところであっ

た。

現行の行動計画では、国境画定測量、20万分の１地図の改訂のほか、近代的な５万分の１地図

で全国を覆うことが計画されている。５万分の１以外の縮尺については、各セクター（他省庁）が

その整備を特別に求めた場合のみ対応することとしている。測量局長は、５万分の１地図の作成

により、資源保護管理、社会経済計画、都市計画、インフラ整備計画の立案、特に土壌保護、環

境保全、土地活用が図られ、ひいては経済的に開発コストの低減が図られることが期待されてい

る。また、1998年からの新計画でもこの考え方は引き継がれる予定であるとしている。

しかしながら、所要経費の獲得が難しく、マリ測量局では仕事が全くない状態のようであり、

我々が来訪した時点にも多くの職員が庭で草むしりをしている状況であった。特に、伝統的な技

法による地図作成の中心になる機材である図化機が、ムルチプレックスを近代化したようなもの

が１台あるものの、使用された形跡がない点が目についた。　

６－５　職員の技術力

技術移転計画立案の資料として、マリ測量局職員の技術力を調査した。

マリ国の測量教育は次のような体系で行われている。テクニシャンは、高等教育レベルに対応

するＥＣＩＣＡで４年間技師として養成される。西アフリカではＥＣＩＣＡの卒業生を対象にし

たRECTAS-CARTがナイジェリア国に、ＣＲＴＯがブルキナ・ファソ国にある。マリ測量局とその地

方支部ではその卒業生が37～ 40名いる。エンジニアは、大学レベルに対応するＥＮＩで５年間教

育される。マリ測量局と地方支部では卒業生が27名いる。その他、旧ソ連国、オランダ国、フラ

ンス国、ドイツ国への留学生が４名いる。

マリ測量局は、本プロジェクトのために 10名のカウンターパートを提供するとしたので、カウ

ンターパートに予定された職員の実技評価を行った。評価は、移転する技術の中心になる図化か

らコンピューターによる地図出力までの工程のすべてについて行うべきであるが、ダイヤポジが

ないので図化機が利用できず、また地図出力も準備及び消耗品の補給が困難であることから、写

真判読技術とコンピューターによる地図編集技術の評価を行った。この２つの技術は、前者は航

空写真を扱うという点で工程前半の、後者はコンピューターを使用するという点で工程後半を代

表する技術だと考えられる。

空中写真の判読技術については、測量局が保有する印画焼きを用いて実体視による地物の判読

を試行させ、その結果から判定した。実体視ができない者もいたが、大部分は実体視ができ、相

当数は地物を正確に捉えることができた。
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コンピューターによる地図編集技術については、マリ測量局にパソコン、名称不明の地図編集

ソフト、アークビュー、小型のスキャナー、四六版まで印刷可能なプリンターが導入されていた

ので、これらを用いて、基準点の展開などを試行させて技術評価を行った。時間の関係でスキャ

ナー及びプリンターを動かすところまでは試験できなかったが、大部分の職員は能率は悪いなが

らもこれらの機器を使用することができ、基準点の展開結果も妥当であった。

これらの結果から、１か月程度の技術研修を前提に、約半数の職員は写真判読が可能であり、大

部分の職員はコンピューターによる地図編集が実務レベルで可能になると判断された。基準点測

量については、1996年、ドイツ国の協力とマリ政府の予算によりＧＰＳ測量を行った経験がある

程度だということである。

なお、勤務時間は、月曜日から木曜日が午前７時 30分から 12時 30分までと午後１時から４時

まで、金曜日が午前７時 30分から 12時 30分までと午後２時 30分から５時 30分までである。

６－６　保有機材

マリ測量局は、以下の機材を保有している（表６－４）。

表６－４　マリ測量局の保有機器

（1）測量機材（1996年のアンケート調査による。）

経緯儀 稼働中５台 休止中 10台

水準儀 稼働中３台 休止中１台

電波測距儀 稼働中５台 休止中１台

GPS測量儀 稼働中１セット

図化機 稼働可能１台 解体組立予定１台（AG1,Poivillier D）

製版カメラ 稼働中１台 休止中１台（BOUZARD,SEG6）

（2）パソコン（予備調査時のマリ測量局の申告による。）

マイクロ（ペンティアム）　 ２台

マイクロ－印刷機　 １台

マイクロ－オーディネーター（PS/1-SV6A） １台

オーディネーター（１ギガ）　 １台

オーディネーター（２ギガ） １台

オーディネーター（486DX-2） ３台

オーディネーター LAN　 １台
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（3）パソコン周辺機器（予備調査時のマリ測量局の申告による。）

テーブルデジタイザー（A0）　 １台

スキャナー（A3） １台

XYプロッター（750c;A0） １台

印刷機（ディスクジェット 660c;A4） １台

印刷機（HPレーザージェット 5L） ３台

印刷機（エプソン） １台

電源？（600VA） ３台

（4）ＧＩＳシステム（1996年のアンケート調査による。予備調査で確認した。）

アークビュー

６－７　IGN France-Internationalの測量成果数値化援助

マリ国独立時に結んだ協定に基づきＩＧＮが無償保管している測量成果をデジタル化し返還す

るプロジェクトが進行中である。

プロジェクトの第１段階では、ＩＧＮがもつ地図原版をＩＧＮがスキャンニングし、ラスター

データを作成する。これをマリ測量局へ返還する。マリ測量局は、これを下記 I/RasB､ I/RasCで

出版する。ＩＧＮは、マリ測量局の技術者をフランス国に呼んで訓練する。管理者に対しては５

日、オペレータに対しては３日の訓練を行い、管理者には、帰国後、他の技術者に技術移転を行

うことが期待されている。

第２段階は、マリ測量局が国内で予算処置を取ることを確認のうえ発足する。発足すれば、マ

リ測量局がラスターデータを I/Geovecでベクトル化し、MGE/Finisherで構造化する。これを基に

データベースを構築する。このプロジェクトを請け負う Intergraph France 社の話では、MGE/

Finisherで構造化すると構造化されたデータの内容は自動的にＩＧＮ仕様になるが、ＩＧＮ仕様

は公開されているので誰でも知ることができる。また、そのデータは市場性をもつフォーマット

ならすべて変換可能である。例えばラスターデータならCOT、TIFF、RGB、ベクトルデータならMGE、

DXFへ変換できる。したがって他のシステムで作成したデータとの間には互換性があるということ

であった。しかし、これらの形式は、文書でいえばテキストファイルのようなもので、各システ

ムが特長にしている高級な機能に関連したデータは伝達されない可能性が高い。互換性があると

いっても最低限のものと考えるべきであろう。

プロジェクトに伴い次のシステムがマリ測量局に導入される予定である。

（1）ハード

ペンティアムプロ 200Mhz64Mbite、2Gbiteハードディスクを持つパソコン　３台
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21インチカラーディスプレー　２台

周辺機器（スキャナー、プリンターなど）

（2）ソフト

OS　　　　　　　　　；ウィンドウズ NTまたは 95

一般アプリケーション；MicrostationCAD､CDBC､LIS､DB

画像情報管理ソフト ；MGE

ＭＧＥ応用ソフト ；白黒ラスターデータを管理する I／ Ras B

カラーラスターデータを管理する I／ Ras C

ベクトルデータを管理する I／ Geovec

データの構造化を行うモジュール MGE／ Finisher

など

６－８　民間測量会社の状況

民間測量業者に関する関係法令により、地図作成は会社組織の企業体、地籍測量は個人の有資

格者が行うよう制度化されている。前者は約30社あるが、アリダートなどを使う旧来の測量が中

心で、写真測量は資機材も人材もなくできないそうである。主に鉱山エネルギー開発関係にかか

わっている。後者の地籍測量者は、個人営業で土地家屋の調査を行っている。これらの業者は、測

量局と補完し合ってマリ国での測量を支えているようである。
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